７　県の基本的な考え方
第４期障害福祉計画の策定に当たっての基本的な考え方

平成26年７月
高知県
県及び市町村は、「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成18年厚生労働省告示第395号）」（以下「基本指針」という。）のほか、この基本的な考え方を参考としつつ、第３期計画の進捗状況等の把握や分析を行うとともに、地域における課題等を踏まえ、第４期障害福祉計画を策定する。

１　総論

　　本県では、障害者自立支援法の施行以降、県中央部を中心に通所サービスやグループホーム等の整備が進んできたが、中山間地域では、事業所の参入が進まないことなどから、身近な場所で必要な障害福祉サービス等が十分受けられないといった課題がある。

　　また、入所施設からグループホーム等への移行が進む一方で、今後、障害のある人や家族の高齢化がさらに進んでいくことなどから、入所施設の役割等について検討が必要ではないかといった意見もある。

　　こうした課題を解決するとともに、障害のある人もない人も、ともに支え合い、安心して、いきいきと暮らせる「共生社会」を実現するため、障害のある人が、身近な地域で障害特性やライフステージに応じて適切な障害福祉サービスや相談支援などが受けられるよう、サービスの提供体制の整備を行い、県内全域でのサービス提供水準の向上を目指す。

２　目標の設定

県及び市町村は、基本指針に即して、地域生活や一般就労への移行等について数値目標を設定する。なお、その際には、障害福祉サービス等の利用状況や個々のケアマネジメント、ニーズ等を踏まえて設定する。

(1)　福祉施設の入所者の地域生活への移行

平成25年度末時点において福祉施設に入所している障害のある人のうち、平成29年度末までに地域生活に移行する人の目標値を設定する。

なお、数値目標の設定に当たっては、障害の特性や年齢、ニーズなどのほか、地域における居住の場としてのグループホームの整備状況や地域相談支援（地域移行支援及び地域定着支援をいう。）の提供体制等を踏まえて設定する。

(2)　入院中の精神障害者の地域生活への移行

　　県の障害福祉計画においては、入院中の精神障害者の退院に関する目標値として、入院後３ヶ月時点の退院率及び入院後１年時点の退院率の目標値並びに長期在院者数に関する目標値を設定する。

なお、数値目標の設定にあたっては、精神障害のある人を地域で支える環境の状況等を踏まえて設定する。

(3)　地域生活支援拠点等の整備

　　今後、障害のある人の障害の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域生活への移行や親元からの自立等に当たっての相談、一人暮らしやグループホームへの入居の体験の機会・場の提供、短期入所の利便性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確保といった機能が求められており、グループホームや障害者支援施設にこれらの機能を付加した拠点（以下「地域生活支援拠点等」という。）の整備を進める必要がある。このため、平成29年度末までに、地域生活支援拠点を各市町村又は各圏域に少なくとも一つ整備する。

(4)　福祉施設から一般就労への移行

平成29年度中に一般就労に移行する福祉施設利用者の数について目標値を設定するとともに、障害のある人の一般就労への移行を一層促進するため、障害のある人の一般就労や雇用支援策に関する理解の促進を図る。

　　　県の障害福祉計画においては、障害保健福祉施策と労働施策の双方から重層的に取り組むため、労働担当部局等と連携して、基本指針の別表第１の１の項に掲げる事項について平成29年度の活動指標を設定する。

３　区域の設定

県の障害福祉計画における、指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込みを定める単位となる区域（障害者総合支援法第89条第２項第２号）は、二次保健医療圏と高齢者保健福祉圏と整合を図り、次のとおりとする。

＜障害保健福祉圏＞

	圏　　名
	市　町　村　名

	安　　芸
	室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北川村、
馬路村、芸西村

	中　 央
	（中央東）
	南国市、香美市、香南市、本山町、大豊町、土佐町、大川村

	
	（中央西）
	高知市、土佐市、いの町、仁淀川町、佐川町、越知町、日高村

	高　 幡
	須崎市、中土佐町、四万十町、津野町、梼原町

	幡　 多
	四万十市、宿毛市、土佐清水市、黒潮町、大月町、三原村


４　障害福祉サービスの提供体制の確保
(1)　訪問系サービス

障害のある人が、身近な地域で必要な訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援をいう。以下同じ。）が受けられるよう、充実を図る。

(2)　日中活動系サービス

障害のある人が、身近な地域で希望する日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、短期入所及び地域活動支援センターで提供されるサービスをいう。以下同じ。）が利用できるよう、充実を図る。

また、就労移行支援事業の推進等により、福祉施設から一般就労への移行を進める。

(3)　グループホーム等及び地域生活支援拠点

グループホーム及び地域相談支援の充実を図るとともに、地域生活支援拠点を各市町村又は各圏域に少なくとも一つ整備することにより、地域生活への移行や地域生活の維持、継続を図る。

　(4)　施設入所支援

　　　障害の特性や年齢、家族の状況、地域の障害福祉サービスの整備状況等を勘案し、施設入所支援が必要な人が利用できるよう規模の適正を図る。

(5)　相談支援

障害のある人が地域で安心して暮らしていくためには、障害福祉サービスの適切な利用を支え、また、その他各種ニーズに対応する相談支援体制の構築が不可欠である。

また、平成27年度以降、障害福祉サービスの利用に当たり、支給決定に先立ってサービス等利用計画を作成することが必要となることから、相談支援を行う人材の育成支援や基幹相談支援センターの有効活用など、地域における相談支援の充実に努める。

　　　更に、相談支援の提供体制の確保を含む障害のある人への支援体制の整備を図るとともに、地域の課題を解決するため、障害者総合支援法第89条の３第１項の規定に基づき設置した協議会を積極的に活用することが重要である。

５　障害児支援の提供体制の確保
障害のある子どもへの支援については、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）において、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子供が健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない」と規定されていることなどを踏まえ、居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス、児童福祉法に基づく障害児支援等の専門的な支援を確保するとともに、障害のある子ども及びその家族に対して乳幼児から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図るため、障害児通所支援及び障害児入所支援の整備についても、障害福祉計画に定め、計画的な取組みを進める。
６　地域生活支援事業
県及び市町村は、実施する地域生活支援事業について、障害のある人のニーズに十分配慮し、地域の実情に応じて柔軟に取り組むよう障害福祉計画に定める。

７　計画策定に当たっての留意点

(1)　障害のある人のニーズの把握等

障害福祉計画の策定に当たっては、サービスの利用状況等を分析するとともに、地域における障害のある人の実情、ニーズを的確に把握することが必要である。

　　　このため、障害のある人やその家族等に対して、アンケート調査等を実施し、その結果等を十分に勘案しつつ、障害福祉計画に反映する。

(2)　作成委員会等の開催、住民意見の反映

障害福祉サービス等の基盤整備を進めるためには、障害及び障害のある人に対する地域住民の理解が不可欠であり、障害福祉計画の策定に当たっては、障害のある人を含む地域住民の意見を聴くことが必要である。

このため、作成委員会等における意見聴取やインターネット等の活用によるパブリックコメントなどを行うことが必要である。

(3)　市町村と県との連携

市町村は、住民に最も身近な基礎的な自治体として、障害者総合支援法の実施に関して一義的な責任を負い、一方、県には、市町村の方針を尊重しつつ、市町村の行う事業が適正かつ円滑に実施されるよう、市町村に対する支援を行うことが求められる。

このため、障害福祉計画の策定に当たっては、市町村と県との間で密接な連携を図ることが必要である。

(4)　他の計画との関係

障害福祉計画は、障害者計画、地域福祉計画、医療計画、介護保険事業計画、子ども・子育て支援事業計画等、障害のある人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものとする必要がある。

(5)　ＰＤＣＡサイクルの導入（定期的な調査、分析及び評価並びに必要な措置）

障害福祉計画に定める目標等については、毎年度、実績を把握のうえ、障害者施策や関連施策の動向なども踏まえ、分析及び評価を実施し、必要に応じて計画を変更するとともに、事業の見直しや新たな取組みの検討等を行う。

なお、その際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果についても公表するよう努めるものとする。
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